
別表　１

　　　　　 　者

過去５年間において、自治体におけるオフィス改革支援に係るコンサルタン

ト業務実績があるか。

23区内４件以上：15点、23区内２～３件：12点、23区内１件：９点、都

道府県、都内市・政令指定都市：６点、その他地方自治体：３点

15

過去５年間において、自治体における新たな働き方方針策定に係る業務実績

があるか。

８件以上：10点、４～７件：８点、３件：６点、２件：４点、１件：２

点、０件：0点

10

2 地域要件

板橋区内に本社または営業所を有している　５点

23区内に本社または営業所を有している　３点

都内に本社または営業所を有している　１点

5

3

セキュリティ対

策、各種認定の

取得状況

・ISO 9001など、品質に関する認証を取得している。

・ISO14001など、環境に関する認証を取得している。

・JISQ15001など、個人情報保護に関する認証を取得している。

・ISO27001など、情報セキュリティに関する認証を取得している。

取得数４：５点、取得数３：４点、取得数２：３点、取得数１：２点、取得

数０：0点

5

4 自己資本比率

自己資本比率50％以上　　５点

自己資本比率40％以上　　４点

自己資本比率30％以上　　３点

自己資本比率20％以上　　２点

自己資本比率10％以上　　１点

自己資本比率10％未満　　０点

5

【採点表】５点　優れている　４点　やや優れている　３点　普通　２点　やや劣る　１点

劣る

新たな働き方をめざしたオフィス環境の構築に向けて、区の課題を認識して

いるか。
5

オフィス環境構築の最新の考え方やトレンドを踏まえた、革新性や創造性の

ある独自の提案となっているか。
5

6 提案金額

３か年の総額が契約上限額の範囲内であり、その差が20％以上　 　　　  20点

３か年の総額が契約上限額の範囲内であり、その差が15％以上20％未満  16点

３か年の総額が契約上限額の範囲内であり、その差が10%以上15％未満  12点

３か年の総額が契約上限額の範囲内であり、その差が5％以上10％未満      8点

３か年の総額が契約上限額の範囲内であり、その差が5％未満　　　　　　4点

３か年の総額が契約上限額の範囲内であるが、積算に妥当性がない            0

20

※合計点が同点の場合は重点項目の評価点の合計が高い順に順位とする。

1
業務執行技術力

【重点項目】

5 提案内容

合　　計　　点 70

１次審査表【実績・提案金額等】

No. 項　　　　目 審査基準 配点 評価点


